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本論文は従来の戦略論と一線を画し、独自の競争優位分析フレームワークを構築し新しい戦略分








イオン株式会社（以下、イオン）は 2018 年 2 月現在、売上高（営業収益）が 8 兆円を超えて、
日本小売業の売上高一位の企業である。同社は合計 8 つの分野で事業を展開しており、全世界で
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で、SM（スーパーマーケット）事業と GMS（総合スーパー）事業の売上高はそれぞれ 3 兆円を
超えている。しかし、営業利益を見てみると、全社へ大きく貢献するのは総合金融事業とディベ
ロッパー事業（それぞれは 698 億円と 515 億円）で、1 位と 2 位の稼ぎ頭となる（営業利益率は
それぞれ 17.10％と 15.34％）。一方で売上高 1 位の SM 事業と 2 位の GMS 事業の営業利益は 307
億円と 105 億円となり、低い営業利益率（それぞれ 0.95％と 0.34％）に甘んじていることが伺え
る。 
 
表 1．イオンの事業分野構造等基本情報（2018 年 2 月期） 
 
出所：イオン株式会社 2018 年 2 月期有価証券報告書より筆者整理作成。 
注：国際事業の欄では、現地会社数が公表されているが、現地展開の店舗数は公表されていない。 
 
表 2．GMS、SM とディベロッパーの 3 事業分野 5 年間情報 
 










加（％） 主な運営会社 主な展開ブランド 店舗数
GMS 30,843 0.6 105 118億円増 イオンリテール（株） イオンスタイル 680







6,964 11.7 277 25.6 ウエルシアホールディ
ングス（株） ウエルシア薬局
1,559






















国際事業 4,189 5.1 2 56億円増 Aeon Co.(M)BHD、AeonVietnam Co., LTD.等 各国・地域展開
　88（現地
会社数）
その他 1,081 52.0 ― ― イオンアイビス（株） 本社及び他事業所 6
調整額 △5,793 ― ― ― ― ― ―
合計 83,900 2.2 2,103 13.8 イオン株式会社 イオン 5,998
セグメント別
年次 GMS SM ディベロッパー GMS SM ディベロッパー
2014 30,534 15,538 2,197 350 122 433
2015 33,555 21,612 2,496 -16 84 432
2016 28,382 30,532 2,721 93 211 450
2017 30,123 28,902 3,159 24 312 468







イオンのディベロッパー事業分野と SM、GMS 事業分野をより長いスパン（5 年間）で調べる
と、ディベロッパー事業分野の事業構造上の重要性がさらに明らかになる。表 2 を参照されたい。 
表 2 からも分かるように、イオンのディベロッパー事業分野は主力の SM 事業や GMS 事業と
比べると経営が好調である。本論文の研究対象のイオンモールはディベロッパー事業分野が主幹
的な事業である（以下イオンモールをディベロッパーと呼ぶ）。ディベロッパー事業分野の営業収
益は 3,357 億円であり、イオン全社のわずか 4.0%しか占めていないが、営業利益は 515 億円と多
く、イオン全社の約４分の１（24.5%）を占めている。ディベロッパー事業の営業収益が占める












た SCP パラダイムに基づいた Porter（1980）のポジショニング戦略分析枠組みや、Barney（1991）


































競争優位の形成と維持に与える影響等を、分析の焦点とする。代表研究は Porter（1980, 1981, 1985）


























きた。この資源ベース学派の代表人物は Barney（1991, 2002=2003）である。彼は 1991 年に VRIN
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とができない。最後の第五段階では、企業が 4 つの要因全てを持つ場合で、企業は持続的な競争
優位性を持つ。ライバルと競争すれば、自分の市場シェアを維持できて、業界のトップになると
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に満たされた後、X 理論は人間の欲求と適合しないため、Y 理論（高次欲求）によって実施した
管理方法の必要性が高まるとした。1959 年にハーズバークは職務の動機付け要因を 2 種類に分け
た。一つは人々の肉体的欲求（衛生要因）であり、もう一つは人間的要求（動機づけ要因）であ
る（坂下 2007 pp. 84-94）。マズロー、マグレガー、ハーズバークの研究は人間関係論研究に大
きな貢献を与え、組織論研究に強い影響力を付与した。また、近代組織論は「意思決定論」とも
呼ばれ、バーナードの組織論の三要素（伝達、貢献意欲、共通の目的）といった基準に関連づけ
て展開してきた（飯野 1992 p. 20）。このように、経営学は最初の科学的管理法から出発して、
組織論までたどりついて、組織・資源・文化・人間性などを重視するようになってきた。 
















































組みの中で、この 3 つのポイントを含めて詳しく説明していく。 
 
２－５．イオンに関する実践上の研究レビュー 
この節では、主にイオンの元社員の実務家による著書（菊地 2004, 東海 2009）と研究者の
理論研究（矢作 2007）を合わせてレビューする。 




















































ンピテンス（核心能力）＋ Dynamic Capability ダイナミック・ケイパビリティ（動的進化）といっ
た 4 つのフレームワークを統合して、独自の VOICE（ボイス）分析フレームワークを提唱する。
VOICE は、Value 価値、Organization 組織、Inimitability 模倣困難性、Core Competence コア・コン
ピタンス、Environmental Evolution Dynamics 環境への動的進化、といったフレームワークである。
図 3 は VOICE フレームワークの理論由来を示したイメージ図である。 









































図 4．VOICE フレームワークと競争優位の因果関係 
出所：筆者作成。 
 





































































まず学習という基準を説明していく。アージリスたちは組織学習を 2 種類に分けた。1 つ目は、
シングル・ループ学習である。この種類の学習は組織が持つ既存の価値観に基づいて、矛盾や誤
りを修正するというタイプである。2 つ目はダブル・ループ学習である。この種類の学習は組織






































そして 3 番目の Inimitability 模倣困難性という影響要因を説明する。 






本論文では、様々なイオンに関する参考文献と Barney が提唱した VRIO 理論を参考にして、イ
オンの模倣困難性の強さについて 5 つの下位説明要因を次のように挙げている。つまり、創業者
精神、人的資源力、人材教育獲得、外生性を重視した成長と平衡型多角化である。 























野は総合金融事業、ディベロッパー事業と SM・DS 事業である。3 つの事業分野の営業利益の対































を約 1000 人採用する予定であったが、2013 年度から、イオンは外国人採用を拡大していたこと
により、13 年度は 1500 人の採用となり、前年度より大幅に増加し、過去最高の採用となった。
現在イオングループ従業員総数は 52 万人である。それに対して 7＆i グループ従業員は 9 万 3 千
しかいない。 
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ほしいと強く願うイメージを、はっきりと言葉で説明したものである（アーカー 2014 pp. 
18-36）。以上からブラント力も企業のコア・コンピタンスの強さを説明できる重要な基準である。 
最後は企業の経営理念・文化を説明する。経営理念は組織の目的についての理念と経営行動の




＝加護野 2003 pp. 349）。つまり、人々はこの抽象的な組織文化の影響で企業の独特な価値観を
形成して、そしてそれに基づいて仕事を進める。 
































顧客とつながって顧客を引き付け、接客を行う（コトラー＝アームストロング 2003 pp. 33-35）。 
 
Ⅳ．調査対象、現地調査、アンケート及び分析説明 




2017 年 12 月 25 日と 26 日 、中国蘇州イオンモール園区と新区に行って、現場調査をした。そ




























潰しでは違いがある。広さ・規模では、園区は 3.25 で、新区は 4.62 である。テナントの豊富さで
は、園区は 3.11 で、新区は 4.43 である。時間潰しでは、園区は 2.61 で、新区 3.50 である。それ







































図 5．2 組・4 店舗のイオンモールの現地調査結果 
出所：筆者作成。 
















び、独自開発した VOICE 分析フレームワークに従って、定性分析した後、定量分析を行った。 
この章では、発見された事実をまとめて結論を出す。そして、本論文の残された課題も指摘する。 
まず、本論文で提唱した 独自の VOICE 分析フレームワークに基づき、企業の競争優位に対す
る影響力を検証した。今回のアンケートは VOICE フレームワークの V（価値）要因に対するも
































いることにある。この結果はまた VOICE フレームワークの V（価値）要因の存在の必要性を説
明した。この結果からみられるように、VOICE 分析フレームワークの中の V（価値）要因のそれ

















1） 長い間、イオンは日本小売業の 2 位に甘んじてきた。しかし 2003 年度と 2004 年度に、当時のセブン＆ア
イの親会社であったイトーヨーカ堂（以下、IY）は売上高（営業収益）と当期純利益（営業利益）の両方
でイオンに抜かれた。売上高では、IY が 3.62 兆円、イオンが 3.81 兆円であり、当期純利益では、IY が 172
億円、イオンが 620 億円であった。その後、2005 年 9 月にセブン＆アイは純粋持株会社の新設をきっかけ
に、一時的にこの逆転状況を挽回した。これに関する説明は李（2008）が詳しい。またその後、セブン＆
アイの売上高は 2012 年から 2018 年現在まで再度イオンに抜かれた。しかし、純利益の面では、長年、セ
ブン＆アイが常にイオンの数倍（例えば最新の 2018 年 2 月期では両社の格差は 7.4 倍）。出所：両社の有
価証券報告書であることからも分かるように、経営能力の面では、日本小売業の王者はイオンではなく、
セブン＆アイであることは興味深い。今後、両社の比較分析をも研究課題の一つとして設定していきたい。 
2） 『世界の小売業ランキング 2018 調査レポート』より。 
3） 経済学分野における Mason と Bain の産業組織論の方法を、Porter（1980）が経営学に初めて適用すること
で、ポジショニング学派を創立した（Porter  1981）。 
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